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ドロップ・サイト・デイリー、８月５日：ミシガン州でアブドゥル・エル＝サイード氏が
反戦運動を主導；イスラエルがカランディア難民キャンプを襲撃；ロシアの空爆でキエフ
で 17 人が死亡 

脇浜義明訳 ＊脚注は訳注 

 

イラン 

 ＊イランとオマーンのホルムズ海峡協議が最終段階に、米国とは無関係に：イラン外務省のエスマイル・バガエイ報道官

は５日、イランとオマールがホルムズ海峡の航路の地理的範囲について合意に達し、「特定の第三者」による干渉がない限

り、共同発表の準備の最終段階にあると言った。   

・イラン国営放送 IRIB で政府関係者が語ったところによると、ホルムズ海峡の航行に関する取り決めについてイラ

ンとオマーンの合意が成立しても、直ちに海峡が再開されるわけではない。現在進行している協議は米国とは「無関

係」であると政府関係者は強調し、「米国の違反行為」が続く限り海峡は閉鎖されたままだろうと言った。   

・海運データ会社ケプラー社によると、８月４日もホルムズ海峡通航は厳しく制限されており、２日連続で通過した

船舶はたった８隻であった。紛争前は１日当たり１３０～１４０隻が通過していた。 

 ＊カタール外務省、イラン戦争の外交的解決に向け多国間の努力が進行中：カタール外務省のマジェド・アル・アンサ

リ報道官は４日、カタール政府が米国とイランの外交的解決を仲介し、ホルムズ海峡を再開させるために、オマーン、パキ

スタン、湾岸協力会議（GCC）諸国と調整を行っていると述べた。   

・彼は仲介の取り組みが「進行中」と言って、合意案が関係者の間で回覧されていることと、協議が「非常に前向き

な段階」にあることを明らかにした。 

 ＊イラン、ホルムズ海峡を出入りする船舶を管理する権利を要求：８月４日にイランの政府高官がロイター通信に語った

ところによると、イランは、オマーンと協議している暫定的な海峡再開計画の中で、ホルムズ海峡に入る船舶の管理、海峡

を出る船舶の監視、必要な場合介入する権限を求めている。   

・海峡を出る船舶はイランとオマーンの間を航行し、オマーンがイランへ通知した後で「出る許可」を出す形になる

と、ロイター通信が報じている。   

・イラン政府高官は、イランは当初双方向の航行（進入と退出）の完全管理を要求していたが、それから譲歩したの

で、これ以上の譲歩はないと語った。 

 ＊イラク、ホルムズ海峡でイランと協議：イラクのバセム・ムハンマド・フダイル石油相は４日、イラク通信（INA)が

報じた声明の中で、イラクが「ホルムズ海峡の石油タンカーの円滑な航行」についてイランと協議していることを明らかに

し、数日以内に事態が打開されることを期待すると述べた。   

・イラクは原油輸出の約９５％をペルシャ湾とホルムズ海峡経由で行っており、ＯＰＥＣの主要産油国であるイラク

にとって、この水路の事実上の封鎖は大変大きな打撃となる。   

・協議は、イラクがトルコとの間で、ペルシャ湾を経由しないでジェイハン・パイプラインを通じて地中海への原油

輸出する体制を維持する協定を締結した数日後に行われた。 

 ＊国連人権高等弁務官、３月以降イランは少なくとも５６人を処刑したと指摘：国連のフォルカー・デュルク人権高等

弁務官によると、イランは、３月１９日以降、少なくとも５６人を国家安全保障関連の罪で処刑した。５６人の中には、１

月の大規模な反政府デモに関連する事件で逮捕された２７人も含まれており、同じような容疑で処刑される恐れがある人が

１００人以上いるという。デュルクは声明で、「３月以降、イランで処刑や死刑判決が増加していることと、それが国民に

恐怖を植え付け、異論を封じ込める手段として利用されていることに、私は深く懸念している」と述べた。彼はまた、薬物

関連の犯罪に対する処刑も「憂慮すべきペース」で増加していると付言した。 
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イエメン 

＊アンサール・アッラー、サウジアラビアのタンカーを攻撃したと主張：４日、イエメンのアンサール・アッラー運動

は、サウジアラビアへの海上封鎖の一環として、紅海北部のヤンブー沖でサウジアラビアの石油タンカー「ワファ」号を弾

道ミサイルで攻撃、直撃させたと発表したが、サウジアラビアや主要な船舶追跡企業はそれを確認していない。 

・アンサール・アッラーは、７月２２日に封鎖を開始してから、これまでにサウジアラビアの石油タンカー８隻を標

的にし、紅海やアラビア海でサウジアラビアのタンカー２９隻を航行を阻止し、引き返させたと言った。 

 

パレスチナ 

 ＊ガザの死傷者：ガザのパレスチナ保健省によると、過去２４時間で、以前の攻撃で負った傷が原因で死亡したパレス

チナ人が２人、イスラエルの攻撃で負傷した人が１人、また瓦礫の下から遺体２体が回収された1。 ・２０２３年１０月

７日以降の死者数は計７３，３８１人、負傷者数は１７４，２３１人となった。いわゆる「停戦」初日の２０２５年１月１

１日以降のイスラエルの停戦違反の攻撃で、少なくとも１，２５４人のパレスチナ人が死亡し、４，１２１人が負傷した。

瓦礫の下から回収された遺体は８０４体である。 

 ＊イスラエルのガザ回廊攻撃：  

・シェハブ・ニュースのよると、５日朝、イスラエル軍がハーン・ユーニス西部への攻撃で、子どもを負傷させた。   

・WAFA 通信によると、５日、ガザ回廊中部にあるヌセイラト難民キャンプの北東部が攻撃され、アル・ブレイジ

難民キャンプの北部が発砲された。・ガザ回廊南部では、ハーン・ユーニス南西部が砲撃された。                     

 ＊西岸地区へのイスラエルの攻撃：  

・東エルサレムでは、イスラエル兵の大集団が５日朝、カランディア難民キャンプを襲い、住民を攻撃したり家宅捜査を行

い、数人を拘束した。クッズ・ニュース・ネットワークによれば、イスラエル兵らは難民キャンプで「大規模軍事作戦」を

続行中というビラを撒いた。パレスチナ赤三日月社はキャンプ内の社員が暴行を受けたパレスチナ人８人を治療した。この

軍事作戦は、イスラエル・カッツ国防相が、前にジェニン、トゥルカレム、ヌール・シャムスの各難民キャンプを軍事侵攻

した（当時、ヒューマン・ライツ・ウォッチが戦争犯罪、人道に対する犯罪と呼んだ）をモデルとする軍事作戦を他の難民

キャンプへも行なって占領せよと指示を出してから１週後に行われた。また、アル・ラムの町も攻撃され、パレスチナ人若

者が足を撃たれたと赤三日月が報告した。   

・ベツレヘムでは、４日夕方、イスラエル軍がベイト・ファッジャールの町を襲い、催涙ガスや音響爆弾を発射し

た。ベツレヘム西部のナハリンでは、入植者が住宅３棟の取り壊しを始めた。  

・ジェニンでは、５日、イスラエル軍は各地を襲い、パレスチナ人４人を拘束した。住宅１軒を接収し、軍の駐屯地

にした。ＷＡＦＡ通信によると、アッジャでは、入植者がイスラエル軍の支援の下で、パレスチナ人の農地をブルド

ーザーで破壊し、オリーブの樹をなぎ倒した。   

・トゥバスでは、ＷＡＦＡ通信によると、５日、トゥバス東部のイェルザで入植者が水道管を破壊攻撃した。水道管

攻撃は７月初旬以来８回目になる。   

・ガリラヤでは５日、イスラエル軍はガリラヤ地方ノアル・バーナでパレスチナ人の家を取り壊し、住人を強制的に

立ち退かせた。住宅の所有者とその兄弟が取り壊しに抵抗しようとしたので、彼らを拘束した。 

 ＊イスラエル軍の調査で、先日の入植者のタル村襲撃に際入植者が死亡したが、イスラエル兵が殺害した可能性がある

かもしれないと示唆：タイムズ・オブ・イスラエル紙によると、５日に発表されたイスラエル軍の調査では、先月西岸地

区タル村で起きた入植者に襲撃で入植者が死亡したが、死亡したベナヤフ・メレットは味方の誤射によって死亡した可能性

があることが判明した。この襲撃は、武装者を含む約２０人の入植者が村に乱入し、パレスチナ人４人とイスラエル人２人

が死亡した。入植者イスラエル人の死亡はパレスチナ人のよるものとして、その報復にイスラエル軍は西岸地区全域で大規

模な軍事行動を展開した。メレットは、パレスチナ人が他の入植者からライフル銃を奪った直後に死んだため、検死しない

 

1 ２０２３年１１月のガザ市サブラ地区へのイスラエルの空爆の跡地の瓦礫の中から回収された１１２人の遺体に対し、４日に集団葬儀が行な

われた。まだ１５７人の遺体が瓦礫の下に埋もれていると言われている。 
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で埋葬されたために、パレスチナ人の銃撃で死亡したのか、イスラエル兵の銃撃で死亡したのか特定できなかったと、軍は

述べている。 

 ＊ネタニヤフ、トランプのガザ計画に「不同意」を表明：４日ネタニヤフ首相は「平和評議会」（Board  of Peace)代表

のニコライ・ムラデノフと会談した後、イスラエル・メディアに対し、「ハマスとの最近の合意」について「トランプ大統

領と意見の違いがある」と述べた。   

・彼は、平和評議会が発表したロードマップと異なり、「復興段階に進む前に、ハマスは武装解除し、ガザ回廊は非

武装化されなければならない」と主張した。   

・２人の情報筋が AP 通信に語ったところによると、会談ではムラデノフはネタニヤフにガザ攻撃をやめるように求

めたという。   

・AFP 通信によると、ネタニヤフ・ムラデノフ会談の後、ムラデノフが発表した声明にハマスは「不安」を表明

し、平和評議会に説明を求めた。ムラデノフ声明は「武器問題のみに焦点を当て、占領者イスラエルの義務、例えば

イスラエルのガザ回廊攻撃中止など、イスラエルの約束違反の問題に触れていない」と、ハマスは言った。 

 ＊イスラエル、「貧しい人々の医師」を虐待：４日のハアレツ紙が報じた証言によると、イスラエルの看守は７１歳のパ

レスチナ人医師を殴打し、過密状態の房に催涙ガスを噴射し、必要な薬の投与を拒否した。   

・ラマッラー地域の住民に無料または安価な料金で治療を行うので「貧しい人々の医師」と呼ばれていたマゼン・ア

ッランティシ医師は、６月２１日のイスラエル軍の急襲作戦のときに拘束され、以前イスラエルが非合法団体に規定

した非営利医療NPO の議長を務めていたとして起訴された。  

・アッランティシは今週、「イスラエルの拷問に反対する人民委員会」（Public Committee Against Torture in Israel）

の弁護士に対して、看守が囚人たちを目隠しして前かがみの姿勢で歩く拷問をしていることや、イスラエル軍が繰り

返し行っている襲撃で自分を含む被拘束者が暴行を受けたこと、狭い過密状態の房に催涙ガス弾を撃ち込んだりして

いることを話した。彼が殴打されるとき、若い囚人たちが彼をかばおうとして周囲を取り囲むと話した。   

・彼はオフェル刑務所へ収容されたが、最初の１０日間は彼が処方されていた薬の投与を停止された。現在も特定の

薬の投与を停止している。彼は医師による診断を求めたが無視されたままで、面会した弁護士によると、ガリガリに

痩せているとのこと。 

 ＊ガザ市で回収された遺体の合同葬儀のドロップ・サイトの映像レポート：ガザ回廊北部のガザ市で行なわれた合同葬

儀では、４４人の子どもと３７人の女性を含む、アル・ハサイナ家とアブ・シャリア家の計１１２人が埋葬された。これ

は、最近、市民防衛団が瓦礫の下から回収した遺体である。ドロップ・サイトの寄稿者アブデル・カデル・サッパーが葬儀

を撮影し、参列者から話を聞いた。  

・「最初の家が爆撃され、みんなは安全な場所を求めて，２軒目、3 軒目の家へ逃げようとしました」と、一族の長

老のナヘド・アル・ハサイナがドロップ・サイトに語った。「遺体となった人たちはみんな、平和を愛する罪のない

子どもや女性たちです。いったいどんな罪で殺されなければならなかったのでしょうか？」   

・ガザ回廊北部で市民防衛団の救急・救助部門の責任者のファレス・アファナはドロップ・サイトに対し、イスラエ

ルがガザの救助能力を意図的に攻撃して破壊したので、倒壊した建物の下に取り残された人々のもとへ我々がたどり

着けない状態だったと語った。「瓦礫の下から負傷者の泣き声や悲鳴が聞こえました…しかし、機材が不足していた

ために、彼らのもとへたどり着けなかった」と述べ、多くの人が救助されないまま放置され、やがて瓦礫の下で亡く

なったと付言した。映像レポートはこちらで見られる。 

 ＊クネセト（イスラエル議会）の財政委員会、約1 億１０００万ドルの入植地拡大費用を承認：クネセト財政委員会

は、選挙に伴う休会中にもかかわらず特別会議を開き、入植地拡大のための費用として３億３５００万シェケル（約１億１

０００万ドル）の支出を承認した。これで今年度の入植省の予算はこれまでで最高の８億２１００万シェケルとなった。こ

れには、すでに確約されている将来の入植活動費９億４４００万シェケルはふくまれない。 

 

 

 

https://x.com/DropSiteNews/status/2084735851003629692
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レバノン 

 ＊南レバノンの爆発でイスラエル兵死傷者が出たことで、イスラエル軍は強制立ち退き命令と攻撃：イスラエル・メデ

ィアによると、南レバノンの、一部をイスラエル軍が占領しているマジュダル・ズーン村で、建物の中で爆発物が爆発し、

イスラエル兵２人が死亡、数人が負傷した。それを受けて、イスラエル軍は５日、南レバノン各地に一連の攻撃を行なっ

た。  

・イスラエルは、この爆発をヒズボラの停戦違反の攻撃と主張し、アル・マンスルーの住民へ北へ避難せよと強制移

住命令を出し、ティルス南のマシャア・アル・マンスリー地区に対して空爆を２回行った。イスラエル軍はマジュダ

ル・ズーン郊外への砲撃を行ったと、レバノン国営通信が報じた。   

・レバノン国営通信によると、イスラエル軍はテブニーン墓地の礼拝堂の屋根を空爆し、１人が死亡、１１人が負傷

した。  

・イスラエル軍はクファル・レマンの高台に照明弾を投下した。火災を発生させる意図の投下と、レバノン国営放送

は評している。フーラでは軍は森林地帯や果樹園に放火し、炎がフーラの町の西側地区の住宅にまで広がった。   

・イスラエルは、米国が仲介した停戦にもかかわらず、ほぼ毎日レバノン攻撃を続けている。レバノン国営通信によ

ると、４日夜にはビント・ジュベイル地区のハダサに大規模な破壊活動を行い、ナバティエ・アル・ファウカのルウ

ェイス地区を２回ドローン攻撃した。 

 

米国のニュース 

 ＊予備選挙結果：  

・４日のミシガン州民主党上院議員予備選挙で、アブドゥル・エル・サイードがヘイリー・スティーブンズ下院議員

を破った。エル・サイードは、主に親イスラエル団体から６０００万ドル以上の外部資金を受け、現職のグレッチェ

ン・ウィットマン知事とジェームズ・クライバーン下院議員など著名な民主党指導者の支持を受けたスティーブンズ

の強力な陣営に勝ったのだ。エル・サイードは１１月の本選挙で共和党のマイク・ロジャースと対決する。それに勝

てば、彼は米国初のイスラム系米国人上院議員となる。   

・州下院議員のドノバン・マッキニーは、デトロイト地区の予備選挙で、現職の民主党議員シュリ・タネダーを破っ

た。タネダーは AIPAC や仮想通貨関連団体から支援を受けていた。３４歳のマッキニーは、アメリカ民主社会主義

者（DSA)の支持を受けており、民主党の地盤であるこの選挙区の代表として、本選挙では有力候補である。   

・進歩派のウィリアム・ローレンスは、ランシング地区の民主党予備選挙で中道派候補２人に勝利した。気候変動問

題活動家のローレンスは、バーニー・サンダース上院議員とラシダ・トレイブ下院議員の支持を受けていた。彼は、

今回のミシガン州第７選挙区の連邦下院議員総選挙で最も苦戦すると予想されている共和党現職議員の一人であるト

ム・バレット議員と対決することになる。   

・ミズーリ州第１選挙区の下院議員本選挙に向けた民主党予備選挙では、ウェスリー・ベルがコリ・ブッシュ元下院

議員を破った。ブッシュはアメリカ民主社会主義者（DSA)のメンバーである。ベルは２０２４年選挙でもブッシュ

に勝ち、今回の選挙では２度目の勝利である。彼は親イスラエル系ロビーのAIPAC から約３００万ドルの支援を受

けたが、前の２０２４年選挙では８００万ドルの支援だったことに比べると、額が少なくなっていた。   

・ミズーリ州の有権者は、共和党主導の住民提案による憲法修正に関する法案を否決した。その法案は、憲法修正案

の成立には州全体の単純過半数の賛成ではなく、州内の８選挙区でそれぞれ過半数の賛成を必要とするという厳しい

ものであった。この法案の否決によって、メディケイト（低所得者向け医療保健制度）の拡大、マリファナの合法

化、中絶権利の保障などの施策のために、これまで有権者が利用してきたツールが維持されることになった。州の不

動産協会や中絶の権利擁護団体は、もし法案が成立していたら、住民提案の憲法修正案の提起を認めている１８州の

中で最も厳しい条件が課されていたであろうと言った。それに、２０２０年以降ミズーリ州の有権者が可決した憲法

修正案は、８選挙区すべてで勝利したわけでなく、州全体の単純過半数で成立したものであった事実を指摘した。   

・AP 通信によれば、全米最大の合同メソジスト教会の牧師アダム・ハミルトンが、カンザス州の連邦上院議員選挙

に向けた民主党予備選挙で勝利した。カンザス州ではこれまで１００年間近く民主党の上院議員が選出されなかった
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状況の中で、本選挙で共和党のロジャー・マーシャル上院議員に挑戦することになる。民主党のカンザス州上院奪還

の期待の星とまでいっていないが、ハミルトンは優れた資金調達者と見られ、また民主党知事の再選や２０２２年の

中絶権利をめぐる住民投票での勝利など、民主党への追い風に期待されている。    

・カンザス州の有権者は、州最高裁判判事を州知事による任命制から公選制に変更しようという共和党主導の住民投

票案を否決した。これにより、カンザス州で中絶の権利を憲法上の権利と認めた２０１９年の裁判所判決を覆そうと

する議員たちの目論みが外れた。カンザス州の共和党議員たちは、州最高裁は州民の「意思」を反映していないと主

張してこの法案を推進してきたが、中絶反対派団体に対しては、住民投票法案は州に中絶権利承認政策に反対するこ

とを目的としていると説明した。  

・ミシガン州上院のディアボーン地区を代表を選出する民主党予備選挙で、アッバス・アラウィーが勝利した。彼の

以前の経歴は、ガザ問題への対応に関して民主党の責任を問う「アンコミッティド」運動に拘わり、その前にはアン

ディ・レビン、ラシダ・トレイブ、コリ・ブッシュ各下院議員の議会スタッフを務めていた。もし当選すれば、ミシ

ガン州上院議員として初の、そして唯一のアラブ系アメリカ人となる。 

 ＊７月の ICE（移民・関税捜査局）の逮捕者数、過去最多の５万１０００人：ABC ニュースが引用したデータに詳しい

関係筋によると、ICE は７月に５万１０００人を逮捕した。これは、国土安全保障省の歴史上、１カ月間の数字としては最

多である。   

・そのデータによると、ICE が国内の空港での取り締まりを強化していることを反映して、空港における逮捕者は３

０人であった。  

 ＊トランプ政権「解放記念日」追加関税を１０００億ドル払い戻し2：米国際貿易裁判所の裁判官に８月４日に提出され

た税関当局の報告書によると、トランプ政権は、今年初めに最高裁がトランプが関税賦課の根拠とした非常事態権限を無効

と判断していて以来、「解放記念日」関税として徴収した１６５０億ドルのうちの約６０％にあたる１０００億ドルを払い

戻した。   

・税関・国境警備局は４日に裁判所に提出した書類の中で、１２８０億ドル以上が「処理対象として受け取られた」

と述べており、さらなる払い戻しが近々あることを示唆している。   

・グレッグ・カサール下院議員（民主党、テキサス州）は、払い戻しがほぼ例外なく企業にばかり行われおり、関税

を上乗せした価格で企業からの輸入品を買った消費者に渡っていないことを指摘した。カサール議員はX への投稿

文で、「払い戻しの金は、１セントまですべて米国の消費者に還元されるべきだ」と述べた。 

 ＊控訴裁判所、EPA（環境保護庁）の２００億ドルの気候変動対策助成金の停止を認めず：コロンビア特別区巡回裁判区

の控訴裁判所の１０人の裁判官は、意見が分かれたものの、その合議体は８月４日、温室効果ガス削減基金に基づく気候変

動対策助成金を、EPA（環境保護庁）が打ち切ることを禁止する差し止め命令を支持し、任務を続けている間受給者たる環

境団体は資金を利用できると判決した。EPA が７日以内に最高裁に上訴しない場合、この決定によってバイデン政権時代

の環境対策プログラムが復活することになる。。EPA のリー・ゼルディン長官は、気候変動対策の８団体に対して、浪費や

不正という根拠のない口実で、このプログラムを廃止しようとしていた。 

 ＊チャック・エドワーズ下院議員、倫理委員会からセクハラに関する譴責勧告され、再出馬を断念：ノースカロライナ

州選出の共和党議員のチャック・エドワーズは、女性スタッフ２人へセクハラを行い、敵対的な職場環境を作り出したこと

を認定した下院倫理委員会が譴責処分を勧告したことを受け、５日朝に再出馬を取り下げた。   

・下院は８月の休会明けに、エドワーズへの譴責決議を採決する予定である。エドワーズは X への投稿で、残りの

任期を全うする意向を表明した。 

 ＊民主党のジュリアン・ボーディオン、サウスダコタ州上院選から撤退：サウスダコタ州の上院選で民主党候補であった

ジュリアン・ボーディオンは４日、数か月間出馬を明言していた姿勢を変え、選挙戦から撤退した。ワシントン・ポスト紙

によると、これにより同州の本選挙は無所属のブライアン・ベングスと共和党現職のマイク・ラウンズの一騎打ちとなる。   

 

2 トランプ政権が２０２５年４月２日に発表した大規模追加関税で、２０２６年に違法と裁判所が判決した。 
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・サウスダコタ州は、ネブラスカ州とアイダホ州に続いて、民主党が上院選候補を立てない３番目の週となった。こ

れは、２０２４年のネブラスカ州選挙で無所属のダン・オズボーンが勝利まで７ポイント差に迫る善戦をみせたこと

で、勢いを得た戦略である。   

・選挙から降りたボーディオンは、ベングスもラウンズのどちらも支持しないと述べ、ベングスから「選挙を降りろ

と威圧的脅しを受けた」ベングスの名前を挙げずに非難した。 

 ＊トランプ政権、移民取り締まりで現役軍人の親族５０人以上を拘束と、AP 通信報道：AP 通信が５日に報じた調査報

道によると、トランプ大統領２期目の移民取り締まりの一環として、米軍現役兵の親や配偶者など５０人以上が拘束され、

少なくとも６人が国外追放された。   

・専門家によれば、こういう拘束は、軍人家族を保護してきた数十年にわたる超党派慣行や、トランプ自身の第１期

目の政策にも反するものである。拘束によって部隊の派遣計画に支障が出たり、兵士の家庭で育児の担い手がいなく

なる事態が生じている。例えば、妻がウォルマートの外で拘束された陸軍のヘダル・レオネル・トゥルシオス・ファ

レス軍曹や、法的地位の申請中であったにもかかわらず父親がメキシコへ強制送還された空軍のウェンディ・グベベ

技術軍曹の例が挙げられる。   

・国土安全保障省（DHS)は声明で、「軍務についているだけで、自動的に合法的な移民の地位が与えられるわけで

はない」と言った。その一方で、陸軍や州兵の募集担当者は、入隊希望者に対し、「軍務に伴う国内仮滞在許可」

（military parol-in-place)といった移民に対する優遇措置を宣伝している。  

 

その他の国際ニュース 

 ＊ロシア、キーウを猛攻撃、少なくとも１７人死亡：アル・ジャジーラによると、ロシアは５日早朝、弾道ミサイル２４

発、巡航ミサイル４発、ドローン１１５機で、キーウとその周辺地域を攻撃し、少なくとも１７人が死亡した。ゼレンスキ

ー大統領は、倉庫、ビール醸造所、建設資材置き場などが攻撃されたと述べた。   

・ゼレンスキー大統領は、ウクライナの防空ミサイルの備蓄量が２０２５年当時と比べて３分の１にまで減少してい

ると指摘し、迎撃ミサイルがあったら「今日犠牲になった人々の命を救えたかもしれない」と言った。ロイター通信

によれば、米当局はウクライナで枯渇しているパトリオット・ミサイルの在庫を補充する選択肢を検討しており、ウ

クライナ国内でその部品を製造することを許可することも含まれているという。   

・これとは別に、ウクライナは５日、ロシアのトゥーラ州にあるワイルドベリーズ社の倉庫と、バシコルトスタン共

和国の石油精製所を攻撃した。 

 ＊シェイク・ハシナ、死刑判決を受けているにもかかわらず、バングラデシュへの帰国を表明：バングラデシュのシェイ

ク・ハシナ前首相（７８歳）は５日のビデオ演説で、死刑判決を受けているにもかかわらず、インドでの亡命生活に見切り

をつけて、１２月にバングラデシュに帰国する計画を明らかにした。    

・２０２４年の抗議デモを武力弾圧したことで失脚したハシナは、息子のサジブ・ワゼド・ジョイと自分の党アワミ

連盟の幹部と一緒に帰国発表を行った。     

・具体的な帰国日付については、彼女は「時期が来れば発表する」と言った。 

 ＊米国、ブラジル大使のビザを取り消し：米国は、駐米ブラジル大使マリア・ルイザ・リベイロ・ヴィオッティのビザを

取り消した。これは、ブラジル政府が次期米国大使の承認を遅らせ、政治的干渉への懸念を理由に米国務省の高官２人への

ビザ発給を拒否したことへの対応措置である。ルーラ・ダ・シルヴァ大統領は、当該国務省役人が１０月の選挙に干渉しよ

うとし、ブラジルの選挙制度の公正性に疑念を抱かせようとしたとして、公然と非難し、ビザ発給拒否という対応は正当で

あると主張した。米国務省当局は、ブラジルが米国の時期大使指名を受諾すれば、ブラジル大使の信任状を回復してもよい

と示唆した。  

＊アルゼンチンのミレイ大統領が繰り返しブラジルを侮辱するのに対し、ブラジルはアルゼンチンとの外交関係の格下げを

決定：ブラジル政府関係筋が４日にロイター通信に語ったところによると、ミレイ大統領が最近のアルゼンチンのテレビ・

インタビューで、ルーラ大統領を「前科者」「泥棒」「汚職者」と呼んで、またもや侮辱したので、今後アルゼンチンとは代

理大使レベル外交関係にする方針である。   
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・ミレイがブラジルの選挙で野党のフリオ・ボルソナロの選挙運動を手伝い、ルーラを批判する内政干渉を公然と行

ったので、すでに先月本国に召還されたフリオ・ビテリ駐アルゼンチン・ブラジル大使は、アルゼンチンには戻らな

いことになる。   

・なお、ミレイとルーラの間で公式な二国間会談は、ミレイが２０２３年１２月に大統領に就任してから、一度も行

われたことはない。 

 ＊リビアのトリポリ西部の複数の都市で集団脱走と武力衝突、３人が死亡：ロイター通信によると、４日、トリポリ近

くのザウィヤ市とスルマン市で、敵対する武装勢力が衝突する中で、スルマンの刑務所から囚人が集団脱走した。この衝突

で民間人３人が死亡し、数人が負傷した。   

・衝突の発端と原因は不明である。トリポリの西４０キロのところにあるザウィヤには、リビアで最大の石油精製所

が稼働しており、従業員には戦闘地域に近づかないように注意した。   

・スルマンのモハメド・アブ・スニナ市長は、「極めて深刻な」人道状況だと言ったが、やがて中立的部隊が展開さ

れた後には、比較的平穏になったと述べた。 

 ＊マレーシア、ロヒンギャ難民を、生命に危険が及ぶ状況では、ミャンマーに送還しないと表明：マレーシア政府のファ

フミ・ファジル報道官は５日、ロヒンギャ難民５０００人のミャンマー送還に関して、彼らの生命に危険が及ぶと判断され

る場合には、送還を実施しないと言った。   

・ファフミ報道官は、ミャンマーの軍事政権はロヒンギャ難民を受け入れる用意があると言ったが、マレーシア外務

省と内務省は送還計画を実施する前に、さらに検討を行っていると述べた。   

・アンワル・イブラヒム首相政権が送還計画を立てた背景には、ロヒンギャ難民とマレーシア国民との間に緊張や混

乱があったからだ。これを受け、ロヒンギャ族向けの学校が閉鎖され、ペナン州では一部の難民が住居から立ち退か

されたり、首都にある国連難民高等弁務官事務所の建物の外に集まった難民が一時拘束されたりした。 

 ＊セウタ、保護者のいない未成年移民１，１００人をスペイン本土への移送を要請：４日のロイター通信報道による

と、スペイン飛び地セウタの当局は、１週間で７万２０００人の移民が押し寄せたことに関して、保護者のいない未成年１

１００人をスペイン本土へ移送したいと要請している。  

・移民の多くはその後モロッコへ戻したけれど、未成年を即座に強制送還できないため、市内の仮設施設にとどめて

いる。   

・セウタ自治政府のファン・ヘスス・ビバス代表はこの状況を「いつまでも維持できない」と言った。  

・スペイン政府は、保護者のいない未成年移民を支援するために、セウタに２，５００万ユーロを提供したが、極右

勢力はこれに反対し、スペインの資金を未成年者たちに「１ユーロたりとも」使うべきではないと主張している。  

  

  

  

 

 

 


